
統合的水管理とウォーター・セキュリティ

仲　上　健　一

Ⅰ．ウォーター・クライシスに対抗するウォーター・セキュリティー

Ⅱ．循環型社会形成と都市文化創造

Ⅲ．社会経済システムの転換と水管理の方向

Ⅳ．水資源環境システムの転換

Ⅴ．「循環・共生圈」の創造と流域管理

おわりに

Ⅰ．ウォーター・クライシスに対抗するウォーター・セキュリティー

生命、生活、都市を支える水、地球環境としての水が世界の各地において危機的な状況にある。

それは、循環資源である水が地球温暖化・酸性雨・砂漠化の影響を受け、水量・水質ともに危

険な水準に達していることに起因する。水資源の確保や水環境の保全に対して、20世紀は技術

により対処してきた。21世紀の最大の課題であるウォーター・クライシスに対して、新たな社

会経済的枠組み・国際的ネットワークの構築と総合的・戦略的な取り組みであるウォーター・

セキュリティの設計が必要である。

ウォーター・セキュリティの概念をより限定的に使用するならば、「都市圏における水資源環

境セキュリティの整備」として定義したい。

ウォーター・セキュリティという用語は、まだ未成熟な概念である。人間の安全保障という

議論が20世紀末から急激に国連等の国際会議で登場する中で、例えば「都市の安全保障」、「社

会の安全保障」というセキュリティ議論が、より広範なテーマとして、従来からの防衛や外交

以外の分野でも論じられるようになった。

「持続可能な開発」という今日の環境政策の根幹的用語が、「環境と開発に関する世界委員会

（WCED）」の報告書「Our Common Future」（1987年）１）で提唱され、その後、世界各国におけ

る環境政策の基本概念となった。ウォーター・セキュリティの理念が社会に定着するためには、

多くの議論とともに実践を通じた優れた政策の展開が求められるであろう。

ウォーター・セキュリティは、持続可能な水資源環境開発と国際環境協力と深い関係にある。

それは、水問題の所在が、水循環という水文学的視点、さらには「人と水文化」という地域社
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会学的視点だけでは十分にとらえきることができない領域に深化したことを意味する。水環境

保全からウォーター・セキュリティへと概念を拡張することにより、21世紀に入ってから急激

に顕在化してきた「商品化する水」、「市場化する水」、「対立する水」といったウォーター・コ

ンフリクトが、より先鋭的な形で新たな政策的フレームワークを提示することが可能となるで

あろう。

循環型社会形成の実現へ向けた取組みは、自然環境の保全・再生、生活環境の改善、地球温

暖化対策を基本とし、その政策の総体として、破壊されてきた水循環系の再生を実現させるこ

とであろう。戦後の国土政策・産業政策の総合的結果として、日本列島の都市化・過疎化は加

速化し、地域の水環境（河川・湖沼・海域）が悪化した。河川へのゴミ投棄、埋め立てやコン

クリート化により河川生態系は破壊された。湖沼においては富栄養化による赤潮発生の常態化

や「あおこ」の発生による湖沼の死滅化が頻発している。海域においては、海洋汚染のみなら

ず、沿岸域の人工化の進行による自然海岸の喪失などが全国的に見られた。今日の水環境悪化

の深刻な現状を見た時、水質汚濁負荷の低減や水環境基準の遵守という水準では事態の解決を

見ることは不可能である。

都市化による都市環境変化の現実をメリットとデメリットという視点だけでは単純には比較

できない。都市化のメリットは、「アクセスが容易」になることであり、デメリットは「多様

性・個性の喪失」であろう。都市環境の変化に危機を感じるとき、人々は新たなる「都市環境

の創造」を求めて、「都市構造」そのものを変えようとする。都市公害や都市災害が都市基盤を

脆弱化し、都市の砂漠化・ヒートアイランド現象が都市環境を衰弱化しつつある。また、都市

のコミュニティ連帯の喪失化が都市文化を貧弱化し、これまで築かれてきた地域ネットワーク

は機能を失いつつある。そして地球温暖化減少が都市構造を変えようとしている。このような

厳しい環境悪化に対して、そこに見られるのは、デメリットをメリットに変えようとする人々

の都市や地域を愛し、個性を重んじる人々のたゆまない営為である。そこに、「都市の安全保障」、

「水の安全保障」を実現化する原動力の原点を見出すことができる２）。

2003年３月16日～23日に滋賀・京都・大阪で開催された第３回世界水フォーラムでは、多く

の参加者による多彩な催しが行われた。そこでの主体は明らかに市民・企業・NGO・NPO等で

あり、「水の市場化」、「水の商品化」、「水の対立」、「水の安全性」が本格的に議論されるととも

に、水を基本とした新たな産業の育成も展望された。

第３回世界水フォーラムの「閣僚宣言―琵琶湖淀川流域からのメッセージ―」では、「これま

でに行われてきた水資源開発と管理に関する努力を継続し、強化すべき一方、我々は、この努

力を成功させるためには、良いガバナンス、キャパシティ・ビルディング、及び資金調達が最

も重要であることを認識する。この関連で、我々は統合的水資源管理を促進する。」ことが強調

された。ウォーター・セキュリティの政策は、この統合的水資源管理を通じて達成されるもの

である。

アジア地域においても土壌劣化、マングローブ破壊、地下水汚染といった生活レベルでも非

常に過酷な状態が報告されている。2004年12月26日に発生したスマトラ島沖大地震及びインド
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洋津波においては、インドネシア、タイ、スリランカ、インド、アフリカ諸国をはじめ世界の

多くの国がかつてない深刻な被害を受けた。このことにより、海洋環境は決定的なダメージを

受けた。世界全体の環境問題の中で様々な環境問題がアジア地域に集中しているとも言える。

21世紀における最大の環境問題はアジア地域の都市問題であり、とりわけ水問題である。こ

れは、大都市圏において水が足りなくなることではなく、安全な水を飲むことができる人が少

ないということであり、アジアで出現する巨大都市においてウォーター・セキュリティが重要

な課題となることである。

表－１は、アジア地域における水管理の現状を整理したものである。アジア太平洋地域の水

管理においては、政策、法規、計画、調整、費用等の要素において、それぞれ異なっているの

が実情である。これは、水管理は、それぞれの国において、独自の歴史や地域的特性が異なっ

ていることに起因する。しかし、アジア地域において、急速に都市化が進行する中で、大都市

圏共通の水管理の計画技法の創出が求められる。この技法の概念のフレームワークがウォーター・

セキュリティといえよう。とくにステークホルダー間の調整については、共通の方式を作るこ

とは極めて困難な課題であり、ウォーター・セキュリティを基本とした、新たな調整方式の確

立が必要である。
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表－１　アジア地域諸国の水管理

国の概要a) 水管理の特徴b)
国名 人口（百万人）／GDP 政策

法規
計画

調整 費用
自然環境 課題 課題

中国 1,315.8/16,538億ドル(04) あり ― あり なし 一部
西高東低地形、山岳33％
年間降水量1,500㎜

インドネシア 222.78/2,576億ドル(04) あり 適当 なし なし 全額
（都市）

日本 128.69/496兆円(04) なし 適当 なし ― 全額
山地、丘陵72％
年間降水量1,800㎜

韓国 47.81/6,797億ドル(04) あり 適当 あり あり 一部

マレーシア 25.34/1,178億ドル(04) なし 適当 あり なし 一部

フィリピン 83.05/864億ドル(04) あり 適当 あり あり 全額

タイ 64.23/1,635億ドル(04) あり 不適 あり ― 一部

ベトナム 84.23/452億ドル(04) あり ― あり あり ―

引用資料
a）共同通信社2006世界年鑑、2006年
b）国連開発技術協力局、「水と環境に関する国際会議：資料（水需要管理の法的および経済アプロ
ーチ）、1991年」（ICWE, UNCED資料研究会，大成出版社（1992に所収）

c）The UNESCO-IHP Regional Steering Committee for Southeast Asia and the Pacific, “CATALOGUE

OF RIVERES FOR SOUTHEAST ASIA AND THE PACIFIC”, 1995



ウォーター・セキュリティは、日本国内にとどまらず、アジア地域における 持続可能な水資

源環境政策をも展望する。それは、日本経済社会が、もはや一国では成り立たず、成長著しい

アジア諸国との協調と連帯によってのみ成り立つからである。そのためには、水資源環境を軸

とした国際環境協力のあり方をも考察しなければならないであろう。これらの考察を通じて

「ウォーター・セキュリティ」の構築が求められる。水政策の課題、水計画の課題については、

日本および韓国では少ないが、他の諸国では多く存在する。水関連法規は多くの国で整備され

ているが不適当なグローバル人材育成プロジェクトにも見られる。また、調整課題については、

それぞれの国の政治状況が反映されている。したがって、アジア諸国における大都市圏のウォ

ーター・セキュリティに関しても、一律に統合的水資源管理の方法が存在するのでなく、独自

の方式の確立とともに、国際協力による技術・技法水準の向上が重要な課題となる。

Ⅱ．循環型社会形成と都市文化創造

20世紀後半の日本経済の特徴として1990年代を「失われた10年」とされたが、21世紀になっ

て経済活性化の兆候が若干見いだせるところまでいたった。しかし、環境政策の側面で言うな

らば、この10年間を総括すると、「力づけの10年」と言うことができよう。国連環境開発会議

（1992年６月、ブラジル・リオデジャネイロ市にて開催）以降の10年間で、世界および日本の環

境保全対策は着実に前進した。日本においては、環境基本法（1993（平成５）年11月19日法律

第91号）や循環型社会形成推進基本法（2000（平成12）年６月２日法律第110号）の制定など、

長期的戦略的な環境制度の設計や環境対策の枠組みが築かれたといえよう。環境基本法の目標

は、持続可能な循環型社会の構築を目指し、それぞれの主体の行動規範を明確にすることにある。

しかしより重要なことは、目標として設定された「持続可能な開発」や「持続可能な社会」を

実現するという抽象的な表現ではなく、それを具体化するための法律、制度、計画を着実に遂

行することが必要である。

21世紀初頭における環境政策展開の方向は、循環・共生・参加・国際的取り組みという長期

的目標と同時に環境政策の指針となる４つの考え方、①汚染者負担の原則、②環境効率性、③

予防的な方策、④環境リスク、といった具体的な環境政策の手段を展開するというものである。

また、戦略的プログラムにおいては、それぞれの課題についての指摘のみならず、それを解決

するためのプログラムの構築が求められる。かつ、そのプログラムを展開するための政策手段

として環境教育・環境学習・環境システム・環境投資・環境会計等々を実践的に取り組まなけ

れば現実の環境は変わらないであろう。意識を高めるということだけではなく多様な技術オプ

ションを豊富に作り、それを適格に選択して循環型社会にたどり着き、定着させるかというこ

とが大きな課題となる。

「OECD世界環境白書─2020年の展望─」では、環境変化の経済的、社会的、技術的要因を

表－２に示すように整理した。重要な兆候として、人口、労働力、グローバリゼーション、貿

易、投資、経済発展、消費パターン、農業、 淡水、廃水の分野において、この20年間で急速な
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変化が起こると想定されている。さらに、それぞれの変化が環境の様々な側面において影響を

示されている。持続可能な社会、循環型経済社会の形成が希求される中で、人口爆発、経済拡

大化を起因とする環境影響は極めて深刻な事態になることが予測されている。

このような環境変化に対応するための社会として、循環型社会の構築が求められる。循環型

社会を形成することが社会にとって必要であり、不可欠でもあるという正確な認識が必要であ

るとともに、循環型社会システムを作るという強烈な意志をもった社会にしなければ、循環型

社会は形成されない。

持続可能な社会のイメージとしては「環境が人類の生存基盤であることを前提に環境はもと

より経済、社会の側面からも高い質の生活を保障する社会」と考えられる。これは、環境はも

とより、快適な生活をどのように実現するかということである。

都市は大量の物質を消費するもの、経済効率の良いものであり、その視点では一部の人々が

環境を犠牲にして高い収入を獲得するための手段の場としては意味あるが、そこで生活の質の

満足や快適な生活環境を得るには不十分だというような実感が定着しつつある。
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表－２　環境変化の経済的、社会的、技術的要因

要因 重要な兆候 環境への影響

人口 世界人口2020年75億人 先進国の人口高齢化

60歳以上2020年24％ 発展途上国の人口爆発

都市スプロール化の拡大 都市人口密度の高度化

居住パターンの変化 都市エネルギー消費の拡大

労働力 生産年齢人口の低下 労働時間の短縮化による環境変化

勤務形態の多様化 通勤による環境圧力の緩和

グローバリゼーション 経済の活性化 地球環境の負担/森林

貿易 国際貿易の拡大 貧困による環境劣化

投資 自由化と拡大 失敗による汚染の拡大

経済発展 経済活動規模拡大 地球規模環境問題

消費パターン 消費拡大 エネルギー消費拡大

ライフスタイルの変化 グリーン購入

農業 バイオテクノロジー 健康と生態系への悪影響

淡水 点滴潅漑 水集約度の低下

廃水 三次処理 水質汚染の低減

漁業 養殖産業 漁業資源の減少

林業 森林育成技術の向上 森林面積の増加

エネルギー 化石燃料の新堀削技術 化石燃料依存

輸送 新エネルギー自動車 排出ガスの削減

鉄鋼 アーク炉 リサイクルの増加

紙・パルプ 完全無塩素漂白 汚染物質の排出削減

出典：OECD環境局／環境省地球環境局［監訳］「OECD世界環境白書─2020年の展望─」，中央経済
社，2002，より作成



1990年代より10年以上議論された首都機能移転の検討では、改めて都市のあり方が検討された。

20世紀の国土政策の負の遺産である都市における歪と地方の衰退を解決することは21世紀の重

要な政策課題であるととともに、環境と経済の両方から高い質の都市を実現させるためにも持

続可能な社会のイメージの確立が求められる。

都市は既に自然生態系を破壊した上に成り立っており、破壊され続けた都市環境の中で、さ

らに快適さだけを追求することはすでに不可能な段階に入っている。自然資源を利用する社会

経済活動そのものが生態系の保全と機能を維持できることが求められる。例えば、すでに人工

化された河川を自然に回復させる試みがある。これは、河川工学的に見ると近自然的工法とい

われ、日本はその考え方・工法を再びドイツの河川技術思想から学んだ。都市づくりをもう一

度考え直そうという方向になって、都市にもう一度自然システムを復活させようというのが、

持続可能社会づくりが目指すべきイメージである。そして、資源エネルギーの節約、環境を大

切にする考え方を持続可能な社会の中で定着させ、この基本理念に基づいた構想や計画づくり

が求められる。韓国のソウル特別市の中心に流れる清渓川の河川再生事業は、世界の大都市で

あるソウル特別市のイメージを一新させた。人間の意志により都市をも変えうることができる

ことを示したのである３）。

私たちの身近な水環境の変化や悪化は、河川、湖沼、海域の水質低下という現象にとどまら

ず、市民の水への触れ合い機会の減少を招き、ひいては水への関心を著しく低下させた。都市

域の土地利用においても、宅地・道路面積の増加やコンクート化・アスファルト化に伴う、水

辺環境の喪失、不透水地表の増加が顕著になった。これらの、水環境破壊の現象は、市民にと

って言わば、「都市環境価値の喪失」さらには「都市での生活継続意思の喪失」を意味するもの

である。1970年代以降のこのような身近な水辺の喪失に対して、地方自治体・市民はその回復

を求めて独自の行動を展開した。市民の環境創造的関与は、水環境の回復にとどまらず、さら

により上位水準の水環境保全施策を実行する原動力となり、環境基準の遵守という、基本的行

動の背景となるであろう。しかし、これらの行動はあくまでも水環境保全の第１段階であり、

本来の水と人との豊かで潤いのある関係を構築するためには「地域文化創造力」が必須である。

すなわち、都市環境を改善することが目的でなく、快適な都市環境の創造によって、新しい地

域づくりが展開できるという発想の転換が求められる。都市文化創造の営みは、都市を住民に

戻させるためのエネルギー源である４）。

Ⅲ．社会経済システムの転換と水管理の方向

21世紀の地球環境問題のなかで最大の課題は水問題といわれている。それは、人口、食料、

生活、あらゆる人間活動連鎖系の中で水がキーファクターとしてあらためてその重要性を認識

されたことにほかならない。また、人類の生存そのものが水と切り分けることができないこと

と同時に、20世紀の開発・戦争の負の遺産が一挙に押し寄せてきたことによる。

環境に関する初めての国連会議である、国連人間環境会議（1972年６月、ストックホルム）
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における、人間環境宣言の第２原則［天然資源の保護］において、注意深い水の計画と管理に

よる保護の重要性が明記された。これは、従来の工業発展・都市発展を支えるための需要追随

型の水資源開発事業からより総合的な水資源計画への転換を意味するものであった。国連人間

環境会議の成果を受けて開催された、第１回国連水会議（1977年３月、マルデルプラタ）では、

水資源管理に関する「マルデルプラタ行動計画」の策定が行われた。この宣言がそれ以降の水

資源管理策定に関する基本フレームとなり水政策形成の基礎となった。これは、水に関する情

報の正確な評価を基本としながら、開発の目的性の明確化、環境社会配慮の徹底による利害関

係者間のパートナーシップの構築、そして地域・国際のネットワーク形成による技術的・制度

的・経済的問題への戦略的意思決定の重要性を意味している。すなわち、政府の水資源開発事

業が国民に支持されるためには、事業のアカウンタビリティ(説明責任)が重要であることを示

したものである。この考え方は、それ以降の水資源開発事業の基本となり、世界各国の水資源

開発事業の指針ともなっている。

1980年11月に国連総会において1981年～1990年は、「国際水道と衛生の10ケ年」と決定され、

発展途上国中心に、水道の普及、衛生サービスの向上が図られた。先進工業国における大量消

費の水問題とあまりにも掛け離れた発展途上国の水問題は厳然とこの国際社会に存在するし、

このことが貧困問題、人権問題、生存問題の根幹をなしている。このような、対極構造を有す

る水問題において最も重要な概念は、都市システム、生活システムにおいて水システムの断絶

が許されないことであろう。水環境制御の基本は、この「断絶」を防御し、持続可能な水シス

テムの運用を図ることにある。国土の保全と持続可能な開発という視点からは、水の資源的利

用においては、水賦存量を資源保全という基準に基づいて、持続可能な水準で活用を図ること

が基本となる。水の環境的利用においては、水環境の破壊を回復し、水質保全を基本としなが

ら、現実においては環境基準が達成されていない状況の改善ととともに、より多様で高度な水

環境の利用が求められるであろう。さらに、水環境・資源と開発との関係を、水系という視点

と同時により政策的・計画的意図を有する流域圈の総合的保全の視点での経営的に管理するこ

とが基本となろう。

国土の保全と持続可能な開発という視点からは、水の資源的利用においては、水賦存量を資

源保全という基準に基づいて、持続可能な水準で活用を図ることが基本となる。水の環境的利

用においては、水環境の破壊を回復し、水質保全を基本としながら、現実においては環境基準

が達成されていない状況の改善ととともに、より多様で高度な水環境の利用が求められるであ

ろう。さらに、水環境・資源と開発との関係を、水系という視点と同時により政策的・計画的

意図を有する流域圈の総合的保全の視点での経営的に管理することが基本となろう。

社会経済システムの転換と水管理の方向として、持続性（量的制御・・経済性・効率性／循

環性・自然性）、健全性（質的制御・・安全性・快適性／多様性・自然性）の評価要素の導入が

重要である。（図－１参照）

水の総合的管理の方向として、水の資源的利用にあたり、生活の豊かさと資源保全という２

つの基準を達成するためには、量的制御が必要である。生活の場における生活用水としては高
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度な生活を支えるための安定的供給、生産の場における生産用水としては国際競争力に対応で

きる低価格での安定的供給、都市における都市用水としては高度な都市活動を支えるための安

定的供給が必要である。農村においては、伝統的な水管理を基本としながらも合理的な農業用

水の利用が、都市との関係において求められる。これらの安定的供給は、社会経済システムの

変化からは、経済性・効率性が、他方、持続可能な開発の視点からは　循環性・自然性が求め

られる。これらの４つの要素を導入した量的制御は「持続性」という評価基準で水の資源的利

用が行われる。水の環境的利用において、文化創造と水質保全という２つの基準を達成するた

めには、質的制御が必要である。生活の場においては、国民の生命・健康を守るという水の安

全性への関心に応えることが必要である。生産の場においては、生産用水の循環利用を基本と

した用水利用、都市においては快適な都市活動を支えるための環境用水、農村においては、伝

統的な農村風景を計画的に維持するための農業用水の利用が求められる。これらの環境的利用

は、社会経済システムの変化からは、安全性・快適性が、他方、持続可能な開発の視点からは

多様性・共生性が求められる。これらの４つの要素を導入した質的制御は「健全性」という評

価基準で水の環境的利用が行われる５）。

水の管理をめぐる不確実性は、適切な量的制御・質的制御さらには統合的な量的・質的制御

によって減少するであろう。そのためには、不確実性に対する計画技法の発達が必要である。

水のリスクマネジメントに係る社会的現象として、「発展途上国都市圏の水問題」、「人口増加・
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図－１　社会経済システムの転換と水管理の方向



減少と水経営問題」、「都市化と水関連施設の維持更新問題」、「水道事業の民間委託・民営化」、

「水の安全と健康」、「ダム・河口堰建設と環境影響」、「水の商品化と消費者運動」等々がある。

これらの、計画・事業化を巡って様々な厳しい制約条件が対立し、さらには、高度な財政・予

算・管理システムの構築が求められる。「水の安全」を確立するためには、人間セキュリティそ

してウォーター・セキュリティの概念を明確にするとともに、個人レベルにおける「健康」、都

市レベルにおける安全な水システム、国家レベルにおける水の安全保障、そして地球レベルに

おける「環境保全性と持続可能性の統一」の追求が求められる。

Ⅳ．水資源環境システムの転換

都市の水問題への対処は外部志向型である。これは、水問題特有の循環システムや閉じたシ

ステムを開けたシステムへと維持体制の転換と見ることができる。これは、水システムの規模

が拡大されることにより、無反省的に外部志向型へと解決の方向性を転じていった。しかし、

その対処方式による破綻の露呈により、新たな方式が求められるようになった。その動きは、

国際的な分野において先行し、そしてそこで生まれた新しい発想が今や世界的潮流となり、日

本においても、近年において公共事業の再評価等に見られるように新たな国内的対応が起こり

つつある。

水資源環境と社会とのかかわりは多様であり複雑である。水資源環境の危機的現象である、

洪水被害、渇水被害、水質汚染被害に対して従来型の公共事業が中軸として実施されている。

対策事業採択の基本的な考え方としては、今日の社会経済システムが維持されるという限定的

範囲の視点から事業の適応可能性・社会的受容性が判断される。たとえば、第８次治水事業五

箇年計画（1992年度～1996年度）では、総投資額を17兆５千億円とし、主要課題として、①安

全な社会基盤の形成、②水と緑豊かな生活環境の創造、③超過洪水、異常渇水に備える危機管

理施策が設定された。安全な社会基盤の形成では治水施設の整備が中心的事業であり、水環境

創造では、水資源開発施設の整備・水辺空間の整備・水質の改善、危機管理施策では、堤防の

整備・渇水容量の確保である６）。ここに見られる事業は、問題発見・対応型問題解決の政策フレ

ームであり、その実現のための整備手法的方法である。公共事業の根本的あり方が問われる今

日的状況のなかで、これまでの20世紀的整備手法は、21世紀の建設技術の視点として『「つくる

側の技術」から「つかう側の技術」へ』と思考の転換が志向されつつある。すなわち、「つかう

側の技術」のコンセプトとして、「自然との共生」、「安全への備え」、「参加型の社会」、「豊かな

生活」、「福祉社会の実現」、「情報化社会」、「低コストの社会」、「世界への貢献」が視点として

示されている７）。

この「つかう側の技術」が豊かな社会経済システム構築の論理であるならば、「つくる側の技

術」がプロジェクト推進の論理であろう。環境基本法（1993年11月19日法律第92号）で規定さ

れた環境基本計画（1994年12月16日）における環境政策の基本方針である「循環を基調とする

経済社会の実現」のための方策としても、この「つかう側の技術」の構築が必要となる。水資

－69－

統合的水管理とウォーター・セキュリティ（仲上）



源計画を事例にとれば、次のような指摘ができる。中長期的な総合的渇水対策として、１，水

利用の合理化、２，水意識の高揚、３，安定した水資源の確保がある。これらの渇水対策の実

施施策が担当官庁や担当部局により毎年実施されてきた８）。しかしながら、1994年度に全国的規

模で発生した渇水（平成６年列島渇水）においては、このような施策にもかかわらず社会経済

システムに大きな影響を与えた。渇水影響（取水制限、自主節水、減圧給水、時間給水等）を

受けた国民は1,583万人に達し都市生活の脆弱性が露呈した９）。21世紀において循環型社会を標

榜し、かつ「つかう側の技術」をめざすにもかかわらず、都市において、渇水被害、洪水被害

が構造的に発生している現実は何を意味しているのであろうか。

さらには多くの自然災害に対してなんら有効な施策が見られないのが現状である。すなわち、

循環型社会の具体的プランの創出ができないかぎり、実質的な解決はできないことを示している。

今日の都市域を中心とした渇水被害の発生の要因は、降雨を代表とする気候条件のみならず、

流域の自然条件（気象・水源域の地質・地形・植生・河川流況・湖沼水質等）や、都市条件

（人口・産業・就業・消費構造等）との相互の関係に依存している。すなわち、古典的な意味合

いでの「水供給能力と水需要とのアンバランス」から渇水被害が構造的に発生している。すな

わち都市の発展は、経済発展や産業技術の進歩により規定され、水資源の確保が大きな制約条

件ではない。現代の都市は渇水問題とは独立的に成り立っている。古来より都市の成立は、河

川や湖沼等の水辺環境の豊かな土地から発達した。しかし、いまや多くの都市において、都市

域固有の水資源の容量をはるかに超える人口や都市活動を抱える状況となっている。もはや、

渇水被害の発生や、また渇水被害額の大小によって都市の成長パターンを制御できないのであ

る。水資源開発事業の基本理念である、「生活水準の向上、経済社会の高度化に対応した渇水に

対する水供給の安全度の向上」が現実的に実現できるような有効な対策事業が可能となるので

あろうか。また、効果の少ない渇水被害解消のために膨大な対策事業費を投入して対応しなけ

ればならないのであろうか。社会経済システムの高度化・多様化によって発生した渇水問題に

対する新たな疑問に対して、旧態以前の方式である「水供給の安全度の向上」だけでは、すで

に世論形成の点も限界がきているのである。すなわち、これらの疑問に答えることなしに、総

合的渇水対策事業を実施することは、都市の人口増加を無担保に保証し、結果として確実に現

代の都市問題の矛盾を拡大するとともに、渇水対応策としても必ずしも有効とはいえない。そ

して、事業実施の結果として、収支バランスがとれず、水道料金の高騰化を招き、市民の生活に

直接的に反映し、一層の水資源開発計画の孤立化（アイソレーション）の原因ともなりかねない10）。

社会問題複合体（Social Problematique：問題の本質を、多数の要素の性質と相互関係の中に

存在すると考えるシステム分析の概念）として水資源環境問題をとらえることが必要である。

すなわち、関連するインタレスト・グループが多数存在し、事業のライフタイムスパンが極め

て長い水資源環境問題の解決においては、問題そのものが複雑であるとともに、長期的なもの

を短期的に決定すべきでないという判断が明確に導入されることが循環型社会の構築にとって

必要である。
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Ⅴ．「循環・共生圈」の創造と流域管理

水資源開発事業を根本的に見直すためには、国土計画と定住圏構想、環境基本計画における

循環を実現する場としての流域圈が重要な計画領域として議論されてきた。「循環・共生圈」を

政策展開する方向として、持続可能な統合的流域開発の技法が求められる。流域圈の持続可能

な開発においては、 水資源開発事業における環境・社会配慮が必要である。すなわち、従来の

水資源開発事業は、地域経済発展という限定的目的のため手段が先行してきた。しかし、地球

環境保全における水資源環境管理において、水資源開発事業のあり方を問うとき新たな発想が

必要とされる11）。地域の人間活動を支えるとともに、そこでの活動が地球環境に影響を及ぼすと

いうことを配慮するならば、水管理のフレームワークに持続可能な開発・環境社会配慮・水の

安全保障・地球環境保全というステージ別の目標が設定される。流域圈管理の基本的理念を循

環・共生でとらえた場合、流域圏の環境資源を最適に利用・管理・経営していく計画手法や政

策過程が求められる。

水資源環境を制御する政策的領域は、その究極の外延として地球環境がある。さらに、水環

境制御の方式において、持続可能性を導入するためには、地球環境経営という発想が必要である。

水を機軸として、地球環境経営の持続可能性を実現するためには、国際環境協力が必要である。

アジェンダ21において、水利用の持続可能性を実現するためのフレームワークが提案された。

しかしながら、その実現は、国際的合意とともに、国または地域固有の制度、技法さらには実

務を担当する人材育成が必要である。また、国際環境技術協力の実態を踏まえ地球環境経営の

あり方を考察することが重要である。

水資源環境問題とは、複雑系超長期戦略的社会問題複合体である。それは、都市における水

資源環境問題を解決することを目標とするのみならず、地球的規模の水循環のなかで成立して

いる水資源環境問題が存在するからである。

水資源環境の保全を図る場合に、これまでの個別的対応からよりグローバルな戦略的対応に

ついて方法論を有することが求められる。そのための課題として次の作業が必要である。

①水資源環境問題の構造的解明と事実の科学的確認

人間の営みと深いつながりを有する水資源環境問題は、どのような局面でどのような問題

が発生しているかを発見するかが重要である。その問題発生のメカニズムを科学的アプロ

ーチにより定性的・定量的に把握することが必要である。

地球的規模での水循環機構システムの解明、水域・陸域の環境質のデータ等の水資源環境

に関する基本情報の体系的蓄積は、水資源環境問題の構造的解明の基礎となる。

②水資源環境の環境・経済・社会へ及ぼす影響の確認

IPCCの『第二次評価報告書』12）によると、地球温暖化の影響は「重大で、潜在的には破滅

的ともいえる」のである。すなわち、地球温暖化にともなう水資源環境への影響は、健康

被害、気象異常、海面上昇、生態系変化、食糧生産変化等に多大な影響を及ぼす。

③水資源環境保全戦略の策定
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地球温暖化対策における、政策的特徴としては、「後悔しない対策（ノン・リグレット・ポ

リシー）」がある。地球温暖化という超長期的な課題に対して、「科学的な不確実性があっ

ても早急な着手が必要」という見解と、少なくとも将来において後悔しない程度に対策を

行うことが必要であろう。このためには、水資源環境事業においては、単一的目標達成の

計画方法から、いわゆる、「メタプラニング理論」、すなわち、これまでの「何が正しい決

定か」から「いかにして正しい決定に到達するか」という計画決定プロセスの政策手法を

導入すべきであろう。

水資源環境の合理的利用を図るためには、陸域・水域・海域の一体的管理がもとめられる。

従来の水資源環境問題の考察の領域は、水域（河川、湖）を主軸とした流域圏であっ

たが、人間活動のグローバル化にともないその範囲は大きくなった。21世紀の水資源環境問

題の特徴は次の３点であろう。

①問題複雑性：水資源環境と深い関係を有する人間社会の複雑化にともない、量的・質的に

多様な水利用パターンが出現し、伝統的な画一的水利用システムが急激に変
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化しつつある。インタレスト・グループの複雑化に対応した情報公開とプロ

ジェクトにおける公平性の確立が重要である。国家・人類・生物多様性の保

全を基本とした国際的関係の調整が重要である。

②事業大規模性：国際的な河川水系の水利用システムにみられるように、事業規模の巨大化、

事業費用の膨張化に伴う、国際的合意、国際協力の必要性が高まった。国際

化水準での評価基準の確立と総合的プロジェクト評価が求められる。

③持続可能性：水資源環境保全事業を地球環境保全の中核的プロジェクトとして位置付けた

場合は、地域社会システムの持続的運営を図る方式が必要である。

これらの、特徴を踏まえ、水資源環境ギガプランを図－２に示す。水資源開発を主導してきた

20世紀から脱皮し、21世紀の水資源環境ギガプランでは、地球資源環境保全政策、戦略的国際

政策を配慮しながら、個別水資源環境プランを地域環境問題、国内政治経済を基本として策定

することが求められる。

おわりに

アジェンダ21に対する国際的対応とその展開の一環として、CSD6（国連環境開発特別総会の

フォローアップと国連持続可能な開発委員会第６回会合、1998年）において、淡水管理に関す

る戦略的アプローチに関する決議が採択された。その内容は、「持続可能な淡水管理に関する統

合的アプローチ、国家戦略の形成、国連システムにおける連携の強化、リージョナルなアプロ

ーチ、全ての関連セクターの参加、女性の参加の促進」である。

一方、世界水フォーラム（1997年マラケシュ、2000年ハーグ、2003年滋賀・京都・大阪）は

水管理のあり方を展望するなかで、世界水フォーラム・ハーグ閣僚級宣言（2000年）を行い、

21世紀における“水のセキュリティ”の達成が新たな共通認識であることを示し、「世界水ビジ

ョン」を策定した。第３回世界水フォーラムにおいては、水ビジョンの策定活動と、活動のモ

ニタリングと支援を行い、世界の水問題にかかわる具体的な解決法・行動計画の策定が論議さ

れた。これに先立ち、持続可能な開発のための世界サミット（ヨハネスブルグ、2002年）にお

いても、水資源管理が主要な課題として議論された。

水資源管理をめぐる国際的潮流は、水と地域生活という限定的な問題解決の手法だけでは、

決して解決できない国際的・地球規模的な様々な問題に対して国際的合意を得ることの重要性

の認識ともに、困難性を改めて確認するところとなった。水問題解決の理念としての持続可能

な開発、目標としての水の安全保障、技法として流域総合管理、そして総合評価にもとづいた

利害関係者間の調整および国際的合意のプロセスの明確化の意義が改めて確認されたのである。

第３回世界水フォーラムの閣僚宣言においては、次の項目の重要性が指摘された。

①水資源管理と便益の分配

－73－

統合的水管理とウォーター・セキュリティ（仲上）



②安全な飲料水と衛生

③食糧のための水と地域開発

④水質保全対策とエコシステム保全

⑤水災害補償とリスクマネジメント

これらの課題は、これまでも議論されてきた課題であるとともに、今後もますます議論され

るべき課題でもある。第４回世界水フォーラム（2006年３月、メキシコ）を経て、第１回アジ

ア太平洋水フォーラムが大分県別府市で2007年12月３日～４日に開催されることが決定した。

アジア太平洋地域における水問題の政策科学的解決の方向が、立命館アジア太平洋大学の知的

協力により、より意義ある成果が生み出されることを期待したい。
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